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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期

第２四半期連結
累計期間

第107期
第２四半期連結
累計期間

第106期
第２四半期連結
会計期間

第107期
第２四半期連結
会計期間

第106期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 73,899 103,181 42,012 52,518 174,278

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△4,141 5,640 △796 2,343 3,906

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円）
△4,330 10,413 △938 8,276 6,625

純資産額（百万円） － － 101,579 120,120 112,376

総資産額（百万円） － － 221,874 249,380 242,350

１株当たり純資産額（円） － － 493.57 587.05 547.85

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

△22.07 53.08 △4.78 42.18 33.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 47.98 － 38.14 30.54

自己資本比率（％） － － 43.65 46.19 44.35

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,246 7,606 － － 19,427

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,069 △3,353 － － △8,288

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△14 △1,095 － － 3,717

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 36,646 55,033 52,350

従業員数（人） － － 4,376 4,355 4,282

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　３　第106期第２四半期連結累計期間、第106期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 4,355(450)

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であります。なお、臨時従業員数（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含む）は、当第２四半

期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 2,375    

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同四半期比（％）

鋼材事業 35,898 27.1

鍛造品事業 21,413 17.5

電磁品事業 1,606 12.5

その他事業 1,701 17.9

合計 60,620 22.8

　（注）１　セグメント間取引については、内部振替前の金額によっております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間における鋼材事業・鍛造品事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、電磁品事業及びその他事業は見込生産を行っております。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比(％)受注残高（百万円） 前年同四半期比(％)

鋼材事業 30,156 36.7 16,851 41.7

鍛造品事業 22,236 2.5 22,310 7.7　

　（注）１　セグメント間の内部受注金額は、消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同四半期比（％）

鋼材事業 28,640 33.1

鍛造品事業 21,355 16.9

電磁品事業 1,567 9.3

その他事業 954 20.9

合計 52,518 25.0

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％）

豊田通商㈱ 10,710 25.5 11,560 22.0

トヨタ自動車㈱ 5,807 13.8 6,282 12.0

３　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの財政状態、経営成績及び株価等に影響を及ぼす可能性のあるリ

スクに重要な変動はありません。  

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（１）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、ドル安円高の進行など先行き不透明な要素により、一部で景

気の停滞が見られるものの、中国を中心とした新興国の力強い景気拡大に先導され、生産の回復、企業収益の改善

が続きました。

　当社グループの主力製品である鋼材・鍛造品の生産・販売数量につきましては、主要需要家である自動車の生産

が堅調であったことに加え、建設機械など自動車以外の分野での需要の持ち直しの動きも相まって、前年同期から

大幅に増加いたしました。  

　当第２四半期連結会計期間の売上高は、前第２四半期連結会計期間（42,012百万円）に比べ25.0％増の52,518百

万円となりました。

　利益につきましては、原材料価格が値上がりしたものの、販売数量の増加と原価低減が寄与したことにより、経常

利益は2,343百万円となりました（前第２四半期連結会計期間は796百万円の経常損失）。

　当社は、平成21年3月期に繰延税金資産の全額取崩しを行い、その後、収益の回復に伴い、前期（平成22年３月期）

において、その一部を再計上しました。今回、当期の業績の進捗状況及び今後の業績見通しを踏まえ、当社の繰延税

金資産の回収可能性を見直した結果、スケジューリング可能な将来減算一時差異について全額繰延税金資産とし

て計上可能と判断し、法人税等調整額△6,611百万円を計上しました。その結果、四半期純利益は、8,276百万円とな

りました（前第２四半期連結会計期間は938百万円の四半期純損失）。

　なお、セグメントの売上高は、次のようになっております。

 

鋼材

当社グループの主力製品であります。販売数量の増加により、当第２四半期連結会計期間の売上高は28,640百万円

（前第２四半期連結会計期間　21,518百万円）と前第２四半期連結会計期間に比べ33.1％増加しました。

 

鍛造品

自動車用型打鍛造品が主力製品であります。販売数量の増加により、当第２四半期連結会計期間の売上高は21,355

百万円（前第２四半期連結会計期間　18,270百万円）と前第２四半期連結会計期間に比べ16.9％増加しました。 

　

電磁品

センサ事業、磁石事業など、新規事業の育成・強化を図っており、将来は中核事業化を目指しております。マグファ

イン磁石、ＭＩセンサ及び電子部品の販売数量の増加により、当第２四半期連結会計期間の売上高は1,567百万円

（前第２四半期連結会計期間　1,434百万円）と前第２四半期連結会計期間に比べ9.3％増加しました。 

　

その他　

　子会社によりサービス事業、コンピュータ・ソフト開発等を行っております。当第２四半期連結会計期間の売上高

は954百万円（前第２四半期連結会計期間　789百万円）と前第２四半期連結会計期間に比べ20.9％増加しました。
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　（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末（52,350百万円）に比べ

2,683百万円増加、第１四半期連結会計期間末（52,574百万円）に比べ2,459百万円増加し、55,033百万円となりま

した。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は5,432百万円と前第２四半期連結会計期間

（2,037百万円）に比べ3,395百万円増加しました。これは、税金等調整前四半期純利益が2,331百万円となった

（前第２四半期連結会計期間は税金等調整前四半期純損失776百万円）ことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は2,184百万円と前第２四半期連結会計期間

（1,703百万円）に比べ480百万円増加しました。これは、有形固定資産の取得による支出が前第２四半期連結会計

期間に比べ344百万円増加したことなどによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は283百万円と前第２四半期連結会計期間（254

百万円）に比べ28百万円増加しました。これは、配当金の支払額が前第２四半期連結会計期間に比べ67百万円増加

したことなどによるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、715百万円であります。なお、当第２

四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 476,000,000

計 476,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

  上場金融商品取引所名
  又は登録認可金融商品
  取引業協会名

内容

普通株式 198,866,751 198,866,751

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 198,866,751 198,866,751 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使

　　　により発行された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権

＜第１回新株予約権証券＞

株主総会の特別決議日（平成16年６月22日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 306（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 306,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり503（注）２

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日から

平成23年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　503

資本組入額　　　252

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

 

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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＜第２回新株予約権証券＞

株主総会の特別決議日（平成17年６月24日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 402（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 402,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり630（注）２

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日から

平成24年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　630

資本組入額　　　315

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

 

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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会社法第236条、238条および第239条の規定に基づき発行した新株予約権

＜第３回新株予約権証券＞

株主総会の特別決議日（平成18年６月22日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 300（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 300,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり800（注）２

新株予約権の行使期間
平成20年８月１日から

平成25年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　800

資本組入額　　　400

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

 

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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＜第４回新株予約権証券＞

株主総会の特別決議日（平成19年６月21日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 345（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 345,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり698（注）２

新株予約権の行使期間
平成21年８月１日から

平成26年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　698

資本組入額　　　349

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

 

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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＜第５回新株予約権証券＞ 

株主総会の特別決議日（平成20年６月20日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 400（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり482（注）２

新株予約権の行使期間
平成22年８月１日から

平成27年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　482

資本組入額　　　241

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

　

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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＜第６回新株予約権証券＞ 

株主総会の特別決議日（平成21年６月19日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 410（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 410,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり367（注）２

新株予約権の行使期間
平成23年８月１日から

平成28年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　367

資本組入額　　　184

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

　

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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＜第７回新株予約権証券＞ 

株主総会の特別決議日（平成22年６月23日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 405（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 405,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり377（注）２

新株予約権の行使期間
平成24年８月１日から

平成29年７月31日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　377

資本組入額　　　189

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の権利行使は、１個（1,000株）単位で行うことができる。

②　新株予約権の割当てを受けた者は、新株予約権の行使時においても当

社の取締役、参与または従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了または辞任による退任および定年退職または転籍の場合

は、退任または退職後１年間は新株予約権を行使することができる。

③　新株予約権の割当てを受けた者が死亡したときは、相続人は新株予約

権を行使できないものとする。

④　その他の条件は、株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権の割当

てに関する契約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

　（注）１　  新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　  新株予約権の発行日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により１株当たりの払込金

額（以下「行使価額」という。）を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

株式分割（または株式併合）の比率

　

  また、新株予約権の発行日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合

（新株予約権の行使により、新株を発行する場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

  上記算式中の「既発行株式数」からは、当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自己株式の処分を

行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとします。

  なお、新株予約権の発行日後に当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、そ

の他これらの場合に準じ行使価額の調整を必要とする場合には、当社は必要と認める行使価額の調整を行う

ものとします。
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②　新株予約権付社債

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債

第５回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年２月17日発行）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成22年９月30日）

新株予約権の数（個） 30,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 20,833,333

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,440

新株予約権の行使期間
平成18年４月３日から

平成23年３月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　　　　1,440

資本組入額　　　　　　720

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後本新株予約権

を行使することはできない。また、各本新株予約権の一部について行使請

求することはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
本社債の社債部分と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはでき

ない。

新株予約権付社債の残高（百万円） 30,000

代用払込みに関する事項

旧商法第341条ノ３第１項第７号および第８号により、本社債の社債権者

が本新株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代えて当該本

新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額の全額の払込みとする請

求があったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

する事項
―

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 198,866 － 25,016 － 27,898
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地　 47,157 23.71

新日本製鐵株式会社　 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号　 15,314 7.70

株式会社豊田自動織機　 愛知県刈谷市豊田町二丁目１番地　 13,604 6.84

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）　
東京都中央区晴海一丁目８番11号　 6,152 3.09

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,250 2.64

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）　
東京都港区浜松町二丁目１１番３号　 5,249 2.64

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 4,915 2.47

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 4,742 2.38

東和不動産株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目７番１号 4,617 2.32

日本生命保険相互会社 大阪府中央区今橋三丁目５番12号 3,399 1.71

計 － 110,402 55.52

　（注）　　上記には信託業務に係る株式として、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）6,152千株及び日

本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）5,249千株が含まれております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　 2,669,000
－ －　

完全議決権株式（その他） 普通株式 195,883,000 195,883 －　

単元未満株式 普通株式     314,751 － －　

発行済株式総数 198,866,751 － －

総株主の議決権 － 195,883 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が184株含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

　（自己保有株式）

愛知製鋼（株）

愛知県東海市荒尾

町ワノ割１番地　
2,669,000－ 2,669,000 1.34

計 － 2,669,000－ 2,669,000 1.34

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 432 410 395 382 395 441

最低（円） 383 350 335 335 364 379

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部によります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 55,071 51,862

受取手形及び売掛金 45,343 42,211

有価証券 215 658

商品及び製品 6,343 5,723

仕掛品 17,664 15,258

原材料及び貯蔵品 8,256 7,811

その他 6,265 5,824

貸倒引当金 △141 △134

流動資産合計 139,019 129,216

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2
 40,436

※1,※2
 42,081

その他（純額） ※1
 41,670

※1
 40,824

有形固定資産合計 82,106 82,906

無形固定資産 232 242

投資その他の資産

その他 28,059 30,061

貸倒引当金 △38 △75

投資その他の資産合計 28,020 29,985

固定資産合計 110,360 113,134

資産合計 249,380 242,350
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 24,179 21,301

短期借入金 2,361 2,392

1年内返済予定の長期借入金 633 683

1年内償還予定の新株予約権付社債 30,000 30,000

未払法人税等 866 311

引当金 112 185

その他 13,716 11,574

流動負債合計 71,870 66,448

固定負債

長期借入金 45,693 45,647

退職給付引当金 9,415 9,200

その他の引当金 991 1,026

資産除去債務 643 －

その他 645 7,651

固定負債合計 57,389 63,524

負債合計 129,259 129,973

純資産の部

株主資本

資本金 25,016 25,016

資本剰余金 27,898 27,898

利益剰余金 61,973 52,737

自己株式 △1,610 △1,610

株主資本合計 113,278 104,042

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,427 4,607

為替換算調整勘定 △1,529 △1,161

評価・換算差額等合計 1,898 3,445

新株予約権 179 179

少数株主持分 4,763 4,709

純資産合計 120,120 112,376

負債純資産合計 249,380 242,350
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 73,899 103,181

売上原価 69,317 87,752

売上総利益 4,581 15,428

販売費及び一般管理費 ※1
 8,337

※1
 9,098

営業利益又は営業損失（△） △3,756 6,329

営業外収益

受取利息 61 62

受取配当金 70 127

デリバティブ評価益 36 －

物品売却益 － 129

助成金収入 164 24

雑収入 213 131

営業外収益合計 546 475

営業外費用

支払利息 396 331

固定資産処分損 149 128

為替差損 260 537

雑損失 125 166

営業外費用合計 932 1,164

経常利益又は経常損失（△） △4,141 5,640

特別利益

移転補償金 373 －

特別利益合計 373 －

特別損失

減損損失 212 0

投資有価証券評価損 － 83

出資金評価損 60 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 592

海外子会社の工場移転費用 207 －

特別損失合計 480 676

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,248 4,964

法人税、住民税及び事業税 120 807

過年度法人税等 △52 －

法人税等調整額 70 △6,432

法人税等合計 138 △5,624

少数株主損益調整前四半期純利益 － 10,589

少数株主利益又は少数株主損失（△） △56 175

四半期純利益又は四半期純損失（△） △4,330 10,413
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 42,012 52,518

売上原価 37,931 45,128

売上総利益 4,080 7,389

販売費及び一般管理費 ※1
 4,388

※1
 4,591

営業利益又は営業損失（△） △308 2,798

営業外収益

受取利息 24 27

受取配当金 0 0

物品売却益 25 72

雑収入 131 41

営業外収益合計 181 141

営業外費用

支払利息 196 160

為替差損 252 226

雑損失 220 208

営業外費用合計 669 596

経常利益又は経常損失（△） △796 2,343

特別利益

移転補償金 373 －

特別利益合計 373 －

特別損失

減損損失 146 －

投資有価証券評価損 － 11

海外子会社の工場移転費用 207 －

特別損失合計 353 11

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△776 2,331

法人税、住民税及び事業税 54 544

過年度法人税等 13 －

法人税等調整額 24 △6,611

法人税等合計 92 △6,066

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,398

少数株主利益 69 121

四半期純利益又は四半期純損失（△） △938 8,276
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△4,248 4,964

減価償却費 6,709 6,088

減損損失 212 0

投資有価証券評価損 － 83

出資金評価損 60 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 592

前払年金費用の増減額（△は増加） 70 △47

退職給付引当金の増減額（△は減少） △80 219

未払確定拠出年金移行掛金の減少額 △350 △317

貸倒引当金の増減額（△は減少） 21 △28

受取利息及び受取配当金 △132 △190

支払利息 396 331

為替差損益（△は益） 130 352

有形固定資産売却損益（△は益） 1 2

有形固定資産処分損益（△は益） 100 58

売上債権の増減額（△は増加） △7,413 △3,316

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,987 △3,641

仕入債務の増減額（△は減少） 3,448 3,154

その他 588 △516

小計 3,503 7,790

利息及び配当金の受取額 133 191

利息の支払額 △395 △327

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 5 △47

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,246 7,606

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △10 △112

有形固定資産の取得による支出 △4,113 △3,297

有形固定資産の売却による収入 1 29

投資有価証券の取得による支出 △0 △126

投資有価証券の売却による収入 － 5

出資金の回収による収入 － 50

貸付金の回収による収入 60 103

その他 △7 △6

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,069 △3,353
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,113 90

長期借入れによる収入 － 100

長期借入金の返済による支出 △605 △65

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △4 △10

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △492 △1,176

少数株主への配当金の支払額 △24 △33

財務活動によるキャッシュ・フロー △14 △1,095

現金及び現金同等物に係る換算差額 87 △474

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △749 2,683

現金及び現金同等物の期首残高 37,396 52,350

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 36,646

※1
 55,033
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用　

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞ

れ8百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は、600百万円減少しておりま

す。

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

２． 前第２四半期連結累計期間において営業外収益の「雑収入」に含めて表示しておりました「物品売却益」は、当

第２四半期連結累計期間において、営業外収益の総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。

　   なお、前第２四半期連結累計期間における「物品売却益」の金額は52百万円であります。　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行っております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計

年度に係る減価償却費の額を期間按分しております。

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目

を重要なものに限定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に

は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。

　また、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、又は、一時

差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度末に

おいて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 254,446百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 249,707百万円

※２　国庫補助金等による圧縮記帳累計額は機械装置及び

　　運搬具681百万円であります。

※２　国庫補助金等による圧縮記帳累計額は機械装置及び

　　運搬具681百万円であります。

　 　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

 （百万円）

　給与手当及び福利費 3,039

　退職給付費用 218

　役員賞与引当金繰入額 91

　役員退職慰労引当金繰入額 125

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

 （百万円）

　給与手当及び福利費 3,125

　退職給付費用 302

　役員賞与引当金繰入額 112

　役員退職慰労引当金繰入額 114

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

 （百万円）

　給与手当及び福利費 1,558

　退職給付費用 110

　役員賞与引当金繰入額 46

　役員退職慰労引当金繰入額 61

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

 （百万円）

　給与手当及び福利費 1,555

　退職給付費用 158

　役員賞与引当金繰入額 60

　役員退職慰労引当金繰入額 58
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年９月30日現在）

 （百万円）

　現金及び預金勘定 36,602

　有価証券 214

　　計 36,817

　預入期間が３か月を超える定期預金 △171

　現金及び現金同等物 36,646

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成22年９月30日現在）

 （百万円）

　現金及び預金勘定 55,071

　有価証券 215

　　計 55,286

　預入期間が３か月を超える定期預金 △253

　現金及び現金同等物 55,033

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　198,866千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　2,669千株　　

 

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　　179百万円

 

４．配当に関する事項

　(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 1,177 6.0平成22年３月31日平成22年６月24日　利益剰余金

（注）１株当たり配当額の内訳は、普通配当5.0円、創立70周年記念配当1.0円であります。

　

　(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　　 間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月29日

取締役会
普通株式 980 5.0平成22年９月30日平成22年11月22日　利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

区分
鋼材

（百万円）
鍛造品
（百万円）

電磁品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 21,51818,2701,434 789 42,012 － 42,012

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,793 － － 651 7,445△7,445 －

計 28,31118,2701,434 1,44149,457△7,44542,012

営業利益又は営業損失（△） 688 △611 △347 25 △244 △63 △308

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

区分
鋼材

（百万円）
鍛造品
（百万円）

電磁品
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 37,16432,9162,393 1,42473,899 － 73,899

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
11,727 － － 1,24512,973△12,973 －

計 48,89232,9162,393 2,67086,872△12,97373,899

営業利益又は営業損失（△） △1,319△1,843 △598 △67 △3,829 73 △3,756

　（注）１　事業の区分は、製品および役務の種類、性質により区分しております。

２　各事業区分の主要製品および役務

・鋼材………特殊鋼鋼材、鋼材二次加工品、金型加工品

・鍛造品……型打鍛造品

・電磁品……電子機能材料・部品、磁石応用製品

・その他……コンピュータソフト開発、物品販売・緑化・介護

３　会計処理方法の変更

前第２四半期連結累計期間　

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益又は

営業損失に与える影響は軽微であります。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

区分
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 36,8581,480 261 3,41142,012 － 42,012

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,860 － 5 66 1,932△1,932 －

計 38,7181,480 266 3,47843,944△1,93242,012

営業利益又は営業損失（△） △333 △14 △23 140 △230 △77 △308

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）　

区分
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 64,3712,776 588 6,16273,899 － 73,899

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,667 － 6 129 2,803△2,803 －

計 67,0392,776 594 6,29276,702△2,80373,899

営業利益又は営業損失（△） △3,924 △102 △24 204 △3,846 90 △3,756

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

　　　　２　本邦以外の区分に属する国

北米………アメリカ

欧州………ドイツ、チェコ

アジア……フィリピン、タイ、中国、インドネシア、台湾

３　会計処理方法の変更

前第２四半期連結累計期間　

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高、営業利益又は

営業損失に与える影響は軽微であります。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

区分 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,587 261 4,538 6 6,394

Ⅱ　連結売上高（百万円）     42,012

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
3.8 0.6 10.8 0.0 15.2

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）　

区分 北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,918 588 7,657 29 11,194

Ⅱ　連結売上高（百万円）     73,899

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合（％）
3.9 0.8 10.4 0.0 15.1

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度により区分しております。

２　各区分に属する主な国又は地域

北米………アメリカ

欧州………ドイツ、オランダ、スイス　他

アジア……タイ、中国、インドネシア　他

その他……大洋州　他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、製品別に事業管理組織を置き、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、「鋼材事業」「鍛造品事業」「電磁品事業」「その他事業」の４つを報告セグメント

としております。

　「鋼材事業」は特殊鋼鋼材、鋼材二次加工品、金型加工品を、「鍛造品事業」は型打鍛造品を、「電磁品事

業」は電子機能材料・部品、磁石応用製品を、それぞれ生産・販売し、「その他事業」はコンピュータソフト

開発、物品販売・緑化・介護を行っております。
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）　

　
報告セグメント　

調整額
（注）　

　
四半期連結
損益計算書
計上額

鋼材 鍛造品 電磁品 その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 56,19042,4402,9731,577103,181 － 103,181

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
13,727 － 0 1,39815,126△15,126 －

計 69,91842,4402,9732,975118,307△15,126103,181

セグメント利益（営業利益）

又はセグメント損失（営業損

失）（△）

4,7692,222△603 △31 6,356 △26 6,329

（注）セグメント間取引の消去であります。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）　

　
報告セグメント　

調整額
（注）　

　
四半期連結
損益計算書
計上額

鋼材 鍛造品 電磁品 その他 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 28,64021,3551,567 954 52,518 － 52,518

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,822 － 0 738 7,561△7,561 －

計 35,46321,3551,5671,69260,079△7,56152,518

セグメント利益（営業利益）

又はセグメント損失（営業損

失）（△）

2,219 940 △388 31 2,803 △5 2,798

（注）セグメント間取引の消去であります。　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

１．当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 平成22年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役14名、当社参与10名、当社従業員24名

株式の種類及び付与数 普通株式　405,000株

付与日 平成22年８月２日

権利確定条件

新株予約権の行使時においても当社の取締役、参与又は従

業員の地位にあること。

ただし、任期満了又は辞任による退任及び定年退職又は転

籍の場合は、退任又は退職後１年間は新株予約権を行使す

ることができる。

対象勤務期間
２年間

（平成22年８月２日～平成24年７月31日）

権利行使期間
５年間

（平成24年８月１日～平成29年７月31日）

権利行使価格（円） 377

付与日における公正な評価単価（円） 82
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 587.05円 １株当たり純資産額 547.85円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 22.07円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

１株当たり四半期純利益金額 53.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
47.98円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △4,330 10,413

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△4,330 10,413

普通株式の期中平均株式数（千株） 196,200 196,198

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － 1

（うち社債管理手数料（税額相当額控除後））  (－)  (1)

普通株式増加数（千株） － 20,860

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

－
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 4.78円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
－円

１株当たり四半期純利益金額 42.18円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
38.14円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
        

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △938 8,276

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△938 8,276

普通株式の期中平均株式数（千株） 196,200 196,197

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（百万円） － 0

（うち社債管理手数料（税額相当額控除後））  (－)  (0)

普通株式増加数（千株） － 20,857

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

－

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成22年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ)  中間配当による配当金の総額……………………980百万円

　(ロ)  １株当たりの金額…………………………………５円

　(ハ)  支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年11月22日

 (注)  平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

愛知製鋼株式会社

取締役会　御中

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸田　　栄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川原　光爵　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛知製鋼株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、愛知製鋼株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月12日

愛知製鋼株式会社

取締役会　御中

あらた監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 戸田　　栄　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 川原　光爵　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている愛知製鋼株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、愛知製鋼株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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